
成果　分野別事業概況

MMA・PMMA 石化基礎原料

コークス 産業ガス

国内エチレン需要量推移国産ナフサ価格推移

出典：世界の石油化学製品の需給動向データ（経済産業省）出典：石油化学工業協会および関連団体調べ
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主要事業の強み

圧倒的な競争力をもとにグローバルNo.1サプライヤー
として世界に樹脂原料を供給しています。

加速する石化製品の高機能・高付加価値化へのシフト
に即応できる体制を構築しています。

世界最大級のコークス炉を活用した原料を国内外の製
鉄会社に40年以上にわたって安定供給しています。

パッケージ型水素ステーション「ハイドロ シャトル」は、
来るべき水素エネルギー社会の実現に向けたグループ
のガス技術の成果の一つです。

セグメント別事業内容
■ケミカルズ ■ポリマーズ

成長性

収益性

創造事業 成長事業

基幹・中堅事業
再編・再構築事業

●機能性樹脂
●MMA・PMMA

●サステイナブルリソース

●コークス

●石化基礎原料
●テレフタル酸
●フェノール・PCチェーン
●ポリエチレン・
ポリプロピレン

成長
●グローバル化と高機能化の加速

創造
●地球環境と新炭素社会に
  貢献する新材料の創出

基幹・中堅
●収益の安定化と体質強化

再編・再構築
●構造改革の仕上げ

事業ポートフォリオ(事業ユニット別)　　　　　　

事業環境ハイライト

中期経営計画                      基本戦略
（2010年12月発表）

APTSIS 15 

グローバルな供給体制を基盤としたグローバルマーケティング力
(MMA、機能性樹脂、産業ガス）
MMA事業では、3製法（独自エチレン法含む）による製造コストに
おける優位性と強いマーケットポジション（世界シェア1位）
産業ガス事業とのシナジーによる事業機会の拡大
ナフサクラッカーの構造改革やポリオレフィンの
国内最適生産体制と高機能化へのいち早い移行

●

●

●

●

汎用石化製品は、需給バランス、原料動向、
製品市況の変化により、大きな収益変動
テレフタル酸事業は、中国の新規参入と
大増設により大幅な供給過剰
日本での産業ガス事業は、主要な製造コストである
電力料金が割高

●

●

●

インド、中東、東欧、アフリカなど新興国市場での
需要拡大
自動車分野での高機能材料の需要拡大

●

●

シェールガス(米国）や石炭ベース（中国）などの
安価な原料からつくられる製品との競合
国内石化製品需要の縮小
余剰生産能力を抱えた中国産製品の市場に与える影響

●

●

●

国産ナフサ価格は原油価格のみな

らず為替の影響も受けますが、さま

ざまな石化製品価格の指標にもなりま

す。急激な国産ナフサ価格の変動は、石

化製品の価格や原材料であるナフサの

在庫評価額に影響を及ぼし、会社の損

益にも影響を与える可能性があります。

石油化学産業の基礎化学品の一つ

であるエチレンの国内需要量は、国

内外の需要構造の変化による国内需要縮

小や米国（シェール由来）および中国（石

炭由来）でのエチレン供給能力拡大など

を背景に減少してきており、国内の需要量

は引き続き減少が予測されています。

ナフサを出発原料とするエチレンやプロピレン

などの石化基礎原料や、合成繊維原料などの

基礎化学品、およびコークスなどの炭素事業を

展開しています。

独自のマーケティング力、製品開発力、およ

び製造技術を活かし、高度かつ特殊なニーズに

も対応した合成樹脂などを提供しています。

1 2
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強み 弱み

機会 脅威

■

■

ケミカルズ

グローバルNo.1サプライヤー

世界最大級のコークス炉

構造改革による最適運営をめざして

水素エネルギー社会の
実現に向けて

SWOT分析

売上高

1兆1,393億円
（前年比+19.2%）

営業利益

91億円

ポリマーズ

売上高

8,346億円
（前年比–2.7%）

営業利益

267億円

素材分野

大陽日酸 取締役社長
市原 裕史郎

三菱レイヨン 取締役社長
越智 仁

三菱化学 取締役社長
石塚 博昭

さまざまな産業や社会を支えているのが、
私たちの製品や技術です。
非枯渇資源を含めた原料多様化を進めつつ、
常に時代のニーズに合わせた体制で
事業を展開しています。
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※ ポリエチレンは高密度ポリエチレンと低密度ポリエチレンの生

産量合計　

国内生産体制の
最適化

（年）

海外事業展開の
加速

ポリエチレン
（PE）

年度末
生産能力
118.6万t

● 川崎2系プラント停止
● 鹿島2系プラント停止

● 川崎3系プラント停止

年度末生産能力98.6万t

● 当社グループ内PPCP関連
 事業を日本ポリプロに統合
グローバル統一品質での
世界同時供給が実現

● 中国プラント1万t増設
● 米国プラント2万t増設

年度末生産能力
＋3万t

年度末生産能力104.2万t

年度末
生産能力
124.4万t

● 鹿島1系プラント停止
● 五井2系プラント停止

ポリプロピレン
（PP）

PPコンパウンド
（PPCP）

2010 2011 2014 2015

（年）

今後の見通し2014年度のセグメント概況
■ケミカルズ ■ポリマーズ

■ケミカルズ ■ポリマーズ

FOCUS  ビジネスモデル強化例
国内ポリオレフィンの生産体制を最適化し、
PPコンパウンドのグローバルな事業展開を加速

ケミカルズセグメント
におけるトピックス

ポリマーズセグメント
におけるトピックス

※1 その他差には、受払差等の金額が含まれています。
※2 大陽日酸新規連結影響184億円を含んでいます。

※ その他差には、受払差等の金額が含まれています。

2015年度、素材分野では、前期に発生した原
料価格の下落に伴う在庫評価損が解消するこ
と、および大陽日酸の業績が通年で寄与するこ
となどにより、売上高は前期比2,424億円増の2
兆2,300億円、営業利益は前期比501億円増の
870億円の大幅な増収増益を見込んでいます。
今後は、引き続き事業構造の改革・転換を着

実に進めつつ、MMA・PMMA事業についてはグ
ローバルNo.1サプライヤーとして最適な世界供
給体制を確立し、優位性を維持・強化していきま
す。また、2014年度に連結子会社化した大陽日酸
の産業ガス事業について、グローバル展開を積
極的に進めるとともに、グループ内でのシナジー
を発揮して、さらなる収益拡大をめざします。

石化基礎原料であるエチレンの生産量は、

2014年5月に三菱化学鹿島事業所において第1

エチレンプラントおよび第1ベンゼンプラントを

停止したこと、ならびに定期修理の規模が拡大

したことなどにより、97万トンと前期を14.6％下

回りました。エチレン、プロピレンなどの基礎石

化製品および化成品、ならびに合成繊維原料の

テレフタル酸の売上は、原料価格の下落に伴う

販売価格の低下などにより、大幅に減少しまし

た。炭素製品のうちコークスは、需要は概ね堅調

であったものの、原料炭価格の下落に伴う販売

価格の低下により、売上は減少しました。また、

2014年11月に連結子会社とした大陽日酸株式

会社の業績を当第3四半期から取り込み、新た

に産業ガスとして売上を計上しています。

以上の結果、当セグメントの売上高は1兆

1,393億円（前期比1,843億円増（+19.2%））とな

り、営業利益は、原料価格の下落に伴い在庫評

価損が発生したものの、大陽日酸の連結子会社

化もあり、91億円（同84億円増）となりました。

合成樹脂は、ポリオレフィンおよびMMAモノ

マーの需要が緩やかな回復基調で推移したも

のの、前期にMMAモノマーなどの海外子会社

における会計期間を変更したことにより、売上

は減少しました。

以上の結果、当セグメントの売上高は8,346

億円（前期比238億円減（-2.7%））となりました

が、営業利益は、原料と製品の価格差の改善な

どにより、267億円（同244億円増）となりました。

日本の石油化学事業を取り巻く環境が、国

内需要の縮小、米国（シェール由来）および中

国（石炭由来）でのエチレン増設による供給能

力拡大などで厳しさを増すなか、MCHCグ

ループは収益力確保に向け、鹿島および水島

でのエチレン最適生産体制構築に向けた取り

組みを予定通り進めています。

ポリオレフィン事業においても早くから需

要動向を見据えた生産最適化および系列再

編に取り組み、輸入品と競合する市場から脱

するために高機能品と戦略品比率の向上に努

めてきました。ポリプロピレン(PP)・ポリエチ

レン(PE)を取り巻く事業環境が、国内需要の

低迷と汎用品を中心とした輸入品の増加によ

り厳しい状況となるなか、現中期経営計画中

に国内の両製品合わせて5つの生産ラインの

再編を実施しました。一方、高機能分野へのシ

フトを進めるため、新触媒の開発と重合技術

の組み合わせにより、新たな機能を付加した

ポリオレフィンを開発・上市してきましたが、

2015年度も発泡成型時の生産性向上に寄与

する新規高溶融張力PPを上市し、高機能化を

進展させました。今後も生産体制の最適化と

産業ガス：大陽日酸
2015年1月 米国子会社の
Matheson Tri-Gas,Inc.が
SASOL CHEMICALS (USA)
LLCの次期大型エタンク
ラッカーおよび誘導品製造
向けに産業ガスをオンサイ
ト供給する契約を締結。

MMA：三菱レイヨン
2014年6月 三菱レイヨン
と三井物産株式会社は米
国でのMMAモノマー製
造・販売事業の合弁会社設
立の詳細検討を開始。当該
合弁会社を含む3社は、米
国The Dow Chemical 
Companyと一部の原料供
給および製品販売で協業
することについて合意、覚
書を締結。
2014年6月 サウジアラ
ビア王国のSaudi Basic 
Industries Corporation
との間で、同国内にMMA
モノマー（生産能力：年産
25万トン）およびアクリル
樹脂成形材料（生産能力：
年産4万トン）を製造する
折半出資の合弁会社The 
Saudi Methacrylates 
Company設立を発表。
機能性樹脂：三菱化学
2014年7月 タイ子会社の
Mitsubishi Chemical 
Performance Polymers, 
Inc.で熱可塑性エラストマー
製造設備の新設を発表。
ポリプロピレン：三菱化学
2014年11月 三菱化学の
子会社である日本ポリプロ
株式会社は、ポリプロピレ
ンコンパウンドについて、
同社の米国子会社Mytex 
Polymers US Corp.の増
設（年産能力73,000トンか
ら93,000トンに増強）およ
び中国の子会社 北京聚菱
燕塑料有限公司の増設を
発表（年産能力 66,000トン
から76,000トンに増強）。

高機能化については、ポリオレフィン事業戦略

の2つの柱として、あらゆる機会を捉えて取り

組んでいきます。

2014年にグループ内のPPコンパウンドな

どの事業を日本ポリプロに統合し、「高機能材

料のグローバル統一品質での世界同時供給」

体制を構築しました。さらに自動車用途を中

心とする旺盛な需要に対応するために、2015

年に米国と中国で生産能力増強を実施しま

す。今後も各国の需要の伸びに応じて生産拠

点最適化や海外のラボ機能強化などグローバ

ルな事業展開をめざしていきます。

素材分野

三菱ケミカルホールディングス  KAITEKIレポート201548



成果　分野別事業概況

その他差※1
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ポリエチレン・ポリプロピレン国内生産量推移
（千t）

0
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ポリエチレン※ ポリプロピレン

出典：石油化学工業協会および関連団体調べ
※ ポリエチレンは高密度ポリエチレンと低密度ポリエチレンの生

産量合計　

国内生産体制の
最適化

（年）

海外事業展開の
加速

ポリエチレン
（PE）

年度末
生産能力
118.6万t

● 川崎2系プラント停止
● 鹿島2系プラント停止

● 川崎3系プラント停止

年度末生産能力98.6万t

● 当社グループ内PPCP関連
 事業を日本ポリプロに統合
グローバル統一品質での
世界同時供給が実現

● 中国プラント1万t増設
● 米国プラント2万t増設

年度末生産能力
＋3万t

年度末生産能力104.2万t

年度末
生産能力
124.4万t

● 鹿島1系プラント停止
● 五井2系プラント停止

ポリプロピレン
（PP）

PPコンパウンド
（PPCP）

2010 2011 2014 2015

（年）

今後の見通し2014年度のセグメント概況
■ケミカルズ ■ポリマーズ

■ケミカルズ ■ポリマーズ

FOCUS  ビジネスモデル強化例
国内ポリオレフィンの生産体制を最適化し、
PPコンパウンドのグローバルな事業展開を加速

ケミカルズセグメント
におけるトピックス

ポリマーズセグメント
におけるトピックス

※1 その他差には、受払差等の金額が含まれています。
※2 大陽日酸新規連結影響184億円を含んでいます。

※ その他差には、受払差等の金額が含まれています。

2015年度、素材分野では、前期に発生した原
料価格の下落に伴う在庫評価損が解消するこ
と、および大陽日酸の業績が通年で寄与するこ
となどにより、売上高は前期比2,424億円増の2
兆2,300億円、営業利益は前期比501億円増の
870億円の大幅な増収増益を見込んでいます。
今後は、引き続き事業構造の改革・転換を着

実に進めつつ、MMA・PMMA事業についてはグ
ローバルNo.1サプライヤーとして最適な世界供
給体制を確立し、優位性を維持・強化していきま
す。また、2014年度に連結子会社化した大陽日酸
の産業ガス事業について、グローバル展開を積
極的に進めるとともに、グループ内でのシナジー
を発揮して、さらなる収益拡大をめざします。

石化基礎原料であるエチレンの生産量は、

2014年5月に三菱化学鹿島事業所において第1

エチレンプラントおよび第1ベンゼンプラントを

停止したこと、ならびに定期修理の規模が拡大

したことなどにより、97万トンと前期を14.6％下

回りました。エチレン、プロピレンなどの基礎石

化製品および化成品、ならびに合成繊維原料の

テレフタル酸の売上は、原料価格の下落に伴う

販売価格の低下などにより、大幅に減少しまし

た。炭素製品のうちコークスは、需要は概ね堅調

であったものの、原料炭価格の下落に伴う販売

価格の低下により、売上は減少しました。また、

2014年11月に連結子会社とした大陽日酸株式

会社の業績を当第3四半期から取り込み、新た

に産業ガスとして売上を計上しています。

以上の結果、当セグメントの売上高は1兆

1,393億円（前期比1,843億円増（+19.2%））とな

り、営業利益は、原料価格の下落に伴い在庫評

価損が発生したものの、大陽日酸の連結子会社

化もあり、91億円（同84億円増）となりました。

合成樹脂は、ポリオレフィンおよびMMAモノ

マーの需要が緩やかな回復基調で推移したも

のの、前期にMMAモノマーなどの海外子会社

における会計期間を変更したことにより、売上

は減少しました。

以上の結果、当セグメントの売上高は8,346

億円（前期比238億円減（-2.7%））となりました

が、営業利益は、原料と製品の価格差の改善な

どにより、267億円（同244億円増）となりました。

日本の石油化学事業を取り巻く環境が、国

内需要の縮小、米国（シェール由来）および中

国（石炭由来）でのエチレン増設による供給能

力拡大などで厳しさを増すなか、MCHCグ

ループは収益力確保に向け、鹿島および水島

でのエチレン最適生産体制構築に向けた取り

組みを予定通り進めています。

ポリオレフィン事業においても早くから需

要動向を見据えた生産最適化および系列再

編に取り組み、輸入品と競合する市場から脱

するために高機能品と戦略品比率の向上に努

めてきました。ポリプロピレン(PP)・ポリエチ

レン(PE)を取り巻く事業環境が、国内需要の

低迷と汎用品を中心とした輸入品の増加によ

り厳しい状況となるなか、現中期経営計画中

に国内の両製品合わせて5つの生産ラインの

再編を実施しました。一方、高機能分野へのシ

フトを進めるため、新触媒の開発と重合技術

の組み合わせにより、新たな機能を付加した

ポリオレフィンを開発・上市してきましたが、

2015年度も発泡成型時の生産性向上に寄与

する新規高溶融張力PPを上市し、高機能化を

進展させました。今後も生産体制の最適化と

産業ガス：大陽日酸
2015年1月 米国子会社の
Matheson Tri-Gas,Inc.が
SASOL CHEMICALS (USA)
LLCの次期大型エタンク
ラッカーおよび誘導品製造
向けに産業ガスをオンサイ
ト供給する契約を締結。

MMA：三菱レイヨン
2014年6月 三菱レイヨン
と三井物産株式会社は米
国でのMMAモノマー製
造・販売事業の合弁会社設
立の詳細検討を開始。当該
合弁会社を含む3社は、米
国The Dow Chemical 
Companyと一部の原料供
給および製品販売で協業
することについて合意、覚
書を締結。
2014年6月 サウジアラ
ビア王国のSaudi Basic 
Industries Corporation
との間で、同国内にMMA
モノマー（生産能力：年産
25万トン）およびアクリル
樹脂成形材料（生産能力：
年産4万トン）を製造する
折半出資の合弁会社The 
Saudi Methacrylates 
Company設立を発表。
機能性樹脂：三菱化学
2014年7月 タイ子会社の
Mitsubishi Chemical 
Performance Polymers, 
Inc.で熱可塑性エラストマー
製造設備の新設を発表。
ポリプロピレン：三菱化学
2014年11月 三菱化学の
子会社である日本ポリプロ
株式会社は、ポリプロピレ
ンコンパウンドについて、
同社の米国子会社Mytex 
Polymers US Corp.の増
設（年産能力73,000トンか
ら93,000トンに増強）およ
び中国の子会社 北京聚菱
燕塑料有限公司の増設を
発表（年産能力 66,000トン
から76,000トンに増強）。

高機能化については、ポリオレフィン事業戦略

の2つの柱として、あらゆる機会を捉えて取り

組んでいきます。

2014年にグループ内のPPコンパウンドな

どの事業を日本ポリプロに統合し、「高機能材

料のグローバル統一品質での世界同時供給」

体制を構築しました。さらに自動車用途を中

心とする旺盛な需要に対応するために、2015

年に米国と中国で生産能力増強を実施しま

す。今後も各国の需要の伸びに応じて生産拠

点最適化や海外のラボ機能強化などグローバ

ルな事業展開をめざしていきます。

素材分野
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成果　分野別事業概況

建設中 検討中

「DURABIO」の特長比較

フィルム屈曲性
延伸配向性・低光弾性

耐衝撃性・耐面衝撃
（打抜加工性）

耐熱性

難燃性植物由来
（BPAフリー）

高表面硬度

耐候性・耐UV性
（無黄変性）

光学特性
低複屈折・高透明性

DURABIO アクリル樹脂 PC樹脂

MMA・PMMAの生産拠点

MMAモノマー
MMAポリマー
R&D

最初に「DURABIO」に出会ったとき、鏡面仕上げで高いグロ

ス感が出せる点に大きな魅力を感じました。内装の計器パネル

を原着（原料を直接着色する製造方法）で仕上げるのは、スズキ

でも初めての試みでしたが、三菱化学の開発チームと一緒に

数々の課題解決に挑み、デザイン性を含めて良い製品に仕上

げることができました。「DURABIO」製のカラーパネルは、

社内でも注目が集まっており、他の車種へも広がりそ

うです。今後、自動車の新たな付加価値を創出す

るために、材料に関するさまざまな提

案を期待しています。

MMA・PMMA
バリューチェーン

Close up ❶ 

Technology

Close up ❷ 

Sustainability

バイオエンプラ

「DURABIO」
デ ュ   ラ   ビ  オ

製造設備の
安全管理

Partners’ Voice

Close up ❸ 

Sustainability

MMA生産能力※

目標

実績

実績

実績

実績

MOS指標
製品を通じてCO2を
350万トン削減する効果を
出す（→P52）

約
世界シェア

世界

40%

対象製品全体を通じた
CO2排出量

99.1万トン
削減
（2011年度-2014年度累積）

No.1
スズキ株式会社
要素技術開発部第四課
福田智子様

MMA（メタクリル酸メチル）は、アクリル樹脂

（MMAポリマー）をはじめ樹脂改質剤や高機能

塗料などの原料として、産業や社会の発展に広

く貢献している素材です。MMAの主な誘導品で

あるアクリル樹脂は、高い透明性や耐候性をも

つと同時に加工性に優れ、コンビニエンスストア

などの看板標識、自動車のテールランプ、携帯電

話の表示窓、液晶ディスプレイ用バックライトの

導光板、水族館の水槽などさまざまな用途に活

用されています。また、アクリル樹脂は解重合に

よるリサイクルが可能であり、エコロジカル素材

でもあるMMAは、将来も各国で需要の拡大が

見込まれています。

三菱レイヨンは、約40％の世界生産能力シェ

アをもつMMAのグローバルNo.1サプライヤー

として、MMAモノマーを出発点に、ポリマーや

加工製品、さらにそれぞれ汎用品から高機能品

に至る幅広いバリューチェーンによる強固なビ

ジネスモデルを構築しています。その核の一つ

が、MMAモノマーの製造技術です。三菱レイヨン

では原料の違う3種類の製法（ACH法、C4法、新

エチレン法）を保有しており、世界各国の製造拠

点で原料事情やコスト優位性を活かした生産を

行っています。2008年に世界で初めて工業化し

た新エチレン法（C2法）は、メタノール・エチレン

などの容易に調達可能な汎用化学品を原料とし

ており、設備の大型化が比較的容易でもあるこ

とから、既存の2製法と比べてコスト優位になる

可能性の高い製法です。

もう一つの核が、MMAモノマーを出発点とす

るポリマーやその加工製品、すなわち成形材料、

樹脂板、樹脂改良剤、樹脂フィルム、コーティン

グ材料から、光ファイバーやロッドレンズといっ

た豊富な製品群です。これらの幅広い製品ライ

ンを活かし、顧客ニーズに対して技術力を背景

にした高い品質ときめ細やかなカスタマイズ力

でソリューションを提案し続けています。

さらに三菱レイヨンは、MMA事業競争力の

一層の向上に向けて、グローバル運営体制を強

化しています。米国・欧州・アジアの30を超える

製造拠点全体で、チェーン展開の強みを活かし

た生産最適化を推進するとともに、適時適切な

設備投資による生産能力の増強を実施していま

す。2014年度は、中国・上海拠点での能力増強

を終了。サウジアラビアにおいてはSaudi Basic 

Industries Corporationと共同で新エチレン法

を用いた世界最大規模となる年産25万トンの

MMA工場建設を開始するとともに、

北米においては安価なシェール

ガスを原料とした同製法によ

るプラント建設の検討に

も着手しました。既存プ

ラントの効率改善とグ

ローバル展開の深化

を進めながら、MMA

事業の拡大戦略を着

実に遂行しています。

産業の発展や便利な生活に貢献し、持続可能

な社会に欠かすことのできないプラスチック。

MCHCグループは、限りある資源を大切にし、

地球環境のバランスを保ちながらプラスチック

を使用し続けていくために、原料の多様化を進

めています。

三菱化学が開発した、再生可能な植物由来の

イソソルバイドを原料にしたバイオエンプラ

「DURABIO（デュラビオ）」は、耐衝撃性・耐熱

性・耐候性などにおいて、従来の一般的なエンプ

ラに勝る優れた特性バランスを有しています。さ

らに、発色性が良く、顔料を配合するだけでつや

やかな光沢のある表面をつくることができるう

え、表面が硬くて丈夫なので擦り傷がつきにくい

という特長もあります。そのため、塗装工程が不

要になり、塗料から発生するVOC（揮発性有機

化合物）の排出や放出を低減でき、大気の環境

負荷低減にも貢献します。

2013年、自動車メーカーのスズキ株式会社が

追求する自動車部品としての機能と質感を両立

させる材料着色素材として「DURABIO」の性能

が認められ、「ハスラー」にバイオエンプラとして

世界で初めてとなる自動車内装樹脂パネルへの

採用が決定し、2015年には「アルトラパン」にも

採用されました。また、マツダ株式会社での採用

も始まっています。

現在年産5,000トンの生産能力を早期に年産

16,000トンまで増強する計画のもと、自動車用

途だけでなく、スマートフォンなどのディスプレ

イや高速道路用遮音壁など幅広い用途への展

開を進めています。

アクリル樹脂

水族館採用例

「DURABIO」ペレット

「化学プラントは生きている。だから、常に状態を“診

る”必要がある」。MCHCグループの大型プラントの製造

および設備担当者全員が共有する信念です。化学会社

は、数多くの複雑な装置や張り巡らせた配管からなる大

規模な設備を使って生産活動を行っています。化学プラ

ントでは、小さな不具合でも操業停止や事故につながる

可能性があるため、わずかな異変も見逃すことはできま

せん。故障や不具合が起きてから対処するのではなく、未

然に食い止める予防保全によってプラントの安定した稼

働と安全な操業を支えているのが、製造の現場力です。

MCHCグループは、企業活動の大前提と位置づけて

いる安全・安定生産の実現に向けて、仕組みの整備と人

材の育成を主眼にした現場力の強化にグループをあげ

て取り組んでいます。

MMAとアクリル樹脂のバ
リューチェーンがCO2削減
に貢献

S-1-2

目標 MOS指標 C-1-1

目標 MOS指標 C-3

目標 MOS指標 S-2-1

保安事故を削減する（→P52）

57%削減
（ベース年度比※）

※ベース年度比は、2008、2009、2010年度
のうち、最も保安事故発生の多かった年度
を基準にしています。

再生可能原料・材料の使用量
を重油換算1万トンにする
（→P52）

対象製品全体における
再生可能原料使用量
（重油換算）

403トン
「DURABIO」が再生可能原
料への転換に貢献

コンフォート商品の売上を
4,000億円増加（10年度比）
させる（→P52）

コンフォート商品
売上高総額

1,649億円
増加（2010年度比）
アクリル樹脂がコンフォート
商品の売上高増加に貢献

KAITEKI実現に向けて

※ 三菱レイヨンによる推計

「DURABIO」が採用された
内装パネル

素材分野
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成果　分野別事業概況

建設中 検討中

「DURABIO」の特長比較

フィルム屈曲性
延伸配向性・低光弾性

耐衝撃性・耐面衝撃
（打抜加工性）

耐熱性

難燃性植物由来
（BPAフリー）

高表面硬度

耐候性・耐UV性
（無黄変性）

光学特性
低複屈折・高透明性

DURABIO アクリル樹脂 PC樹脂

MMA・PMMAの生産拠点

MMAモノマー
MMAポリマー
R&D

最初に「DURABIO」に出会ったとき、鏡面仕上げで高いグロ

ス感が出せる点に大きな魅力を感じました。内装の計器パネル

を原着（原料を直接着色する製造方法）で仕上げるのは、スズキ

でも初めての試みでしたが、三菱化学の開発チームと一緒に

数々の課題解決に挑み、デザイン性を含めて良い製品に仕上

げることができました。「DURABIO」製のカラーパネルは、

社内でも注目が集まっており、他の車種へも広がりそ

うです。今後、自動車の新たな付加価値を創出す

るために、材料に関するさまざまな提

案を期待しています。

MMA・PMMA
バリューチェーン

Close up ❶ 

Technology

Close up ❷ 

Sustainability

バイオエンプラ

「DURABIO」
デ ュ   ラ   ビ  オ

製造設備の
安全管理

Partners’ Voice

Close up ❸ 

Sustainability

MMA生産能力※

目標

実績

実績

実績

実績

MOS指標
製品を通じてCO2を
350万トン削減する効果を
出す（→P52）

約
世界シェア

世界

40%

対象製品全体を通じた
CO2排出量

99.1万トン
削減
（2011年度-2014年度累積）

No.1
スズキ株式会社
要素技術開発部第四課
福田智子様

MMA（メタクリル酸メチル）は、アクリル樹脂

（MMAポリマー）をはじめ樹脂改質剤や高機能

塗料などの原料として、産業や社会の発展に広

く貢献している素材です。MMAの主な誘導品で

あるアクリル樹脂は、高い透明性や耐候性をも

つと同時に加工性に優れ、コンビニエンスストア

などの看板標識、自動車のテールランプ、携帯電

話の表示窓、液晶ディスプレイ用バックライトの

導光板、水族館の水槽などさまざまな用途に活

用されています。また、アクリル樹脂は解重合に

よるリサイクルが可能であり、エコロジカル素材

でもあるMMAは、将来も各国で需要の拡大が

見込まれています。

三菱レイヨンは、約40％の世界生産能力シェ

アをもつMMAのグローバルNo.1サプライヤー

として、MMAモノマーを出発点に、ポリマーや

加工製品、さらにそれぞれ汎用品から高機能品

に至る幅広いバリューチェーンによる強固なビ

ジネスモデルを構築しています。その核の一つ

が、MMAモノマーの製造技術です。三菱レイヨン

では原料の違う3種類の製法（ACH法、C4法、新

エチレン法）を保有しており、世界各国の製造拠

点で原料事情やコスト優位性を活かした生産を

行っています。2008年に世界で初めて工業化し

た新エチレン法（C2法）は、メタノール・エチレン

などの容易に調達可能な汎用化学品を原料とし

ており、設備の大型化が比較的容易でもあるこ

とから、既存の2製法と比べてコスト優位になる

可能性の高い製法です。

もう一つの核が、MMAモノマーを出発点とす

るポリマーやその加工製品、すなわち成形材料、

樹脂板、樹脂改良剤、樹脂フィルム、コーティン

グ材料から、光ファイバーやロッドレンズといっ

た豊富な製品群です。これらの幅広い製品ライ

ンを活かし、顧客ニーズに対して技術力を背景

にした高い品質ときめ細やかなカスタマイズ力

でソリューションを提案し続けています。

さらに三菱レイヨンは、MMA事業競争力の

一層の向上に向けて、グローバル運営体制を強

化しています。米国・欧州・アジアの30を超える

製造拠点全体で、チェーン展開の強みを活かし

た生産最適化を推進するとともに、適時適切な

設備投資による生産能力の増強を実施していま

す。2014年度は、中国・上海拠点での能力増強

を終了。サウジアラビアにおいてはSaudi Basic 

Industries Corporationと共同で新エチレン法

を用いた世界最大規模となる年産25万トンの

MMA工場建設を開始するとともに、

北米においては安価なシェール

ガスを原料とした同製法によ

るプラント建設の検討に

も着手しました。既存プ

ラントの効率改善とグ

ローバル展開の深化

を進めながら、MMA

事業の拡大戦略を着

実に遂行しています。

産業の発展や便利な生活に貢献し、持続可能

な社会に欠かすことのできないプラスチック。

MCHCグループは、限りある資源を大切にし、

地球環境のバランスを保ちながらプラスチック

を使用し続けていくために、原料の多様化を進

めています。

三菱化学が開発した、再生可能な植物由来の

イソソルバイドを原料にしたバイオエンプラ

「DURABIO（デュラビオ）」は、耐衝撃性・耐熱

性・耐候性などにおいて、従来の一般的なエンプ

ラに勝る優れた特性バランスを有しています。さ

らに、発色性が良く、顔料を配合するだけでつや

やかな光沢のある表面をつくることができるう

え、表面が硬くて丈夫なので擦り傷がつきにくい

という特長もあります。そのため、塗装工程が不

要になり、塗料から発生するVOC（揮発性有機

化合物）の排出や放出を低減でき、大気の環境

負荷低減にも貢献します。

2013年、自動車メーカーのスズキ株式会社が

追求する自動車部品としての機能と質感を両立

させる材料着色素材として「DURABIO」の性能

が認められ、「ハスラー」にバイオエンプラとして

世界で初めてとなる自動車内装樹脂パネルへの

採用が決定し、2015年には「アルトラパン」にも

採用されました。また、マツダ株式会社での採用

も始まっています。

現在年産5,000トンの生産能力を早期に年産

16,000トンまで増強する計画のもと、自動車用

途だけでなく、スマートフォンなどのディスプレ

イや高速道路用遮音壁など幅広い用途への展

開を進めています。

アクリル樹脂

水族館採用例

「DURABIO」ペレット

「化学プラントは生きている。だから、常に状態を“診

る”必要がある」。MCHCグループの大型プラントの製造

および設備担当者全員が共有する信念です。化学会社

は、数多くの複雑な装置や張り巡らせた配管からなる大

規模な設備を使って生産活動を行っています。化学プラ

ントでは、小さな不具合でも操業停止や事故につながる

可能性があるため、わずかな異変も見逃すことはできま

せん。故障や不具合が起きてから対処するのではなく、未

然に食い止める予防保全によってプラントの安定した稼

働と安全な操業を支えているのが、製造の現場力です。

MCHCグループは、企業活動の大前提と位置づけて

いる安全・安定生産の実現に向けて、仕組みの整備と人

材の育成を主眼にした現場力の強化にグループをあげ

て取り組んでいます。

MMAとアクリル樹脂のバ
リューチェーンがCO2削減
に貢献

S-1-2

目標 MOS指標 C-1-1

目標 MOS指標 C-3

目標 MOS指標 S-2-1

保安事故を削減する（→P52）

57%削減
（ベース年度比※）

※ベース年度比は、2008、2009、2010年度
のうち、最も保安事故発生の多かった年度
を基準にしています。

再生可能原料・材料の使用量
を重油換算1万トンにする
（→P52）

対象製品全体における
再生可能原料使用量
（重油換算）

403トン
「DURABIO」が再生可能原
料への転換に貢献

コンフォート商品の売上を
4,000億円増加（10年度比）
させる（→P52）

コンフォート商品
売上高総額

1,649億円
増加（2010年度比）
アクリル樹脂がコンフォート
商品の売上高増加に貢献

KAITEKI実現に向けて

※ 三菱レイヨンによる推計

「DURABIO」が採用された
内装パネル

素材分野

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
の
皆
さ
ま
へ

戦
略

ガ
バ
ナ
ン
ス
情
報

財
務
情
報

企
業
情
報

成
果

機
能
商
品
分
野       

ヘ
ル
ス
ケ
ア
分
野       

素
材
分
野       

M
O
S
指
標
の
進
捗

三菱ケミカルホールディングス  KAITEKIレポート2015 51




